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序     文 

日本国政府は、モンゴル国政府の要請に基づき、同国において「モンゴル日本人材開発センタ

ープロジェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構（2003 年９月 30 日まで

は国際協力事業団。以下、「JICA」という）が独立行政法人国際交流基金（2003 年９月 30 日まで

は国際交流基金）の協力を得て、2002 年１月 22 日から 2007 年１月 21 日まで、「モンゴル日本人

材開発センター（フェーズ１）プロジェクト」を実施しました。 
モンゴル国政府は、フェーズ１の協力の成果を高く評価し、モンゴル日本人材開発センターの

取り組みを継続したいとして、2007 年１月 22 日から５年間の技術協力プロジェクト「モンゴル

日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」の実施を日本国政府に要請しました。JICA
は本要請を受けて、プロジェクトの事前評価調査を行うことを目的として 2006 年 11 月 10 日から

12 月６日まで、事前評価調査団をモンゴル国に派遣し、モンゴル国政府および関係機関との間で、

協力計画の策定に係る協議を行いました。 
本報告書は、プロジェクトの要請背景および案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、

プロジェクト実施の基礎資料とするだけでなく、類似プロジェクトの検討に活用されることを願

うものです。 
ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層の

ご支援をお願いする次第です。 
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事業事前評価表 
１．案件名 

モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２） 
 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、「モンゴル日本人材開発センター（The Mongolia-Japan Center for 
Human Resource Development：MOJC）プロジェクト」のフェーズ２である。フェーズ１

は 2002 年１月から 2007 年１月まで実施し、MOJC の組織基盤造りに取り組んできた。フ

ェーズ２では、その活動、成果を踏まえて、MOJC で実施する事業の性格付けや目的設定

をより明確にした活動を展開するとともに、自立した組織としての運営体制を確立するた

め、「『モンゴルにおける市場経済化に対応する人材育成』および『モンゴル・日本の相

互理解促進』を行う拠点としての MOJC の機能を強化する」ことを目的としている。 
 

（２）協力期間 
2007 年 1 月～2012 年 1 月（５年間） 

 

（３）協力総額（日本側） 
約 4.9 億円 

 

（４）協力相手先機関 
監督機関：モンゴル教育・文化・科学省 
実施機関：モンゴル国立総合大学 

 
（５）国内協力機関 

独立行政法人国際交流基金 
 
（６）裨益対象者および規模、等 

・MOJC 事業への参加が想定される中小企業経営者・従業員、大学関係者、学生、一般市

民（年間約 150,000 人） 
・MOJC スタッフおよび現地講師（約 35 人） 
 

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状および問題点 

我が国は、モンゴル国（以下、「モ」国と記す。）の市場経済化を支援するため、これ

まで経済政策や産業政策、税制改革、中小企業支援など、主として政策面・マクロ面での

協力を進めてきた。他方、「モ」国では経済体制の移行の流れのなかで、近年では実体経

済を支える民間の人材や、制度面からこれらを支える行政官等実務者の育成が急務となっ

ている。 
こうした背景の下、JICA は 2002 年１月から５年間の計画で、モンゴル国立総合大学を

カウンターパート（C/P）として、市場経済化におけるビジネス人材育成ニーズへの対応

と日本の「顔の見える協力」を実現する拠点として MOJC プロジェクトを開始し、2002

年６月の建物の完成とともに正式な開所に至った。以降、「学習支援の拠点」「相互交流

の拠点」「ネットワークの拠点」をコンセプトとして、ビジネス人材育成事業、日本語教
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育事業、相互理解促進事業を３本柱として活動を行ってきている。 
ビジネス人材育成事業に関しては、日本的経営手法を取り入れた近代的企業経営を行え

るビジネス基幹人材の育成を目標として、「中小企業経営診断・指導コース」（①日本的

経営および経営戦略、②生産管理、③財務管理、④品質管理と原価管理、⑤労務管理、⑥

マーケティング、⑦店舗管理の７科目につき本邦からの短期専門家により講義を実施）を

中心とした各種講義および現場指導を 2002 年度から提供しており、「モ」国の人材の目

線にあった実践的な中小企業経営が学べるということで現地にて好評を博している。加え

て、ビジネスコース受講企業の中から、「優秀な経営を行っている企業」として「モ」国

政府から表彰を受ける企業が複数出ている。また、日本からソフトウェア開発を受注する

企業が多数出るなどの高い成果を上げている。 
また日本語コースでは、「映画で学ぶ日本語」や「IT 日本語」「ラジオ日本語」等の

多彩な講義を提供しており、質の高い実践的な日本語を学べる場として現地日本語学習者

より高い評価を得ている。 
さらに、定期映画鑑賞会、日本の社会・文化を紹介する催しの開催や、豊富な日本語の

書籍・雑誌を所蔵する図書室を有するなど、MOJC は「モ」国において日本の様々な経験

や文化を学べる場として広く認知されている。このような状況のなか、「モ」国政府は「モ

ンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」の実施を要請した。 
 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 
「モ」国政府の主要開発戦略として、2000～2004 年を対象とした「政府行動計画」と

「人間の安全保障のためのグッドガバナンス」、さらに政府行動計画を実施するための「経

済成長と貧困削減」（Economic Growth Support and Poverty Reduction Strategy：EGSPRS）
がある。これらの政策においては、マクロ経済の安定と民間セクターの振興は、経済成長

と貧困削減の重要課題として取り扱われている。本プロジェクトは、「モ」国の市場経済

化を担う人材の育成をプロジェクト目標のひとつとしており、「モ」国政府の重要開発課

題に即している。 
 

（３）日本の援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プロジェクトにおけ

る位置づけ） 
2004 年に策定された我が国の「モ」国に対する国別援助計画においては、「マクロ経

済の健全な運営のための制度整備および人材育成」を公的、民間の両セクターにおいて支

援することが重点分野として挙げられている。また、地域経済格差の是正、環境と両立し

た持続的な経済成長、外貨獲得産業の振興等経済活動の促進を援助重点分野として位置づ

けている。この点からも、本プロジェクトは我が国の対「モ」国援助政策と整合している。

 

４．協力の枠組み 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値  
〈目標〉 

「『モ』国における市場経済化に対応する人材育成」および「『モ』国・日本の相互

理解促進」を行う拠点としての MOJC の機能が強化される。 
 

〈指標〉 
・認知度の向上 
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－来館者数、MOJC におけるすべての活動の参加者数 
－来館者および活動の参加者の満足度 
－ウランバートル以外の地域からの受講者の割合 

・オーナーシップの推進 
－全コース時間に占める現地講師による講義の割合 
－MOJC のプログラム・アドバイザーに任命されたモンゴル国立大学の教官の人数

－MOJC のプログラム・マネージャーに任命された現地スタッフの人数 
－現地スタッフの事業運営能力の向上および責任分担の拡大（自己評価および管理

者による評価） 
・財務的自立発展性 

－運営経費の支出に対する MOJC の収入の割合（目標値：40％以上） 
・ネットワーク 

－関連機関（JBIC、JETRO、UNDP、EBRD など）との連携による活動件数 
－日本留学帰国メンバーとの連携による活動件数 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
〈上位目標〉 

１．「モ」国の市場経済化に資する人材開発が促進される。 
２．「モ」国および日本両国の相互理解が促進される。 

 

〈指標〉 
・ MOJC を認知している民間企業数、教育機関数 
・ MOJC のコースで得られた知識スキルを活用している受講者数、事業効率／収益が

向上した企業数 
・日本企業との事業を始めた企業数 
・日本語を業務上使用している受講者数、日本語能力検定に合格した受講者数 
・日本語教師になった受講者数 
・日本へのモンゴル人留学生数 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 
１）成果１：運営体制およびモニタリングシステムの強化により、MOJC が効果的、効率

的に運営される。 
〈活動〉 

1-1 ビジネス、日本語および相互理解促進事業の各分野間の連携を考慮した活動計画

（年間運営方針、財務計画、組織計画、人材育成計画）を策定し、モニタリング

を行う。 
1-2 年間計画についてのレビューや議論を行うための合同調整委員会（JCC）を設

立・開催（年１回以上）する。 
1-3 人材育成計画に基づき、現地スタッフの人材育成を行う。 
1-4 MOJC の運営に必要となる機材を調達する。 
1-5 MOJC の活動を「モ」国内に広く PR するため広報戦略の策定および広報活動を

行う。 
1-6 MOJC のすべての活動に対するモニタリングシステムを改善し、改善したモニタ

リングシステムにて得られた教訓を次年度計画に反映する。 
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〈指標・目標値〉 
・年次 JCC ミーティングの開催、３事業の月例 MOJC ミーティングの開催 
・年間運営計画等の作成、実施および実施状況のモニタリング 
・MOJC の活動向上のための広報の種類および件数 
・毎月のウェブサイトの更新件数とアクセス件数  

 

２）成果２：中小企業のニーズに即した実践的な知識とスキルを提供するビジネスコース

が行われるとともに、コースにおける現地講師の割合が増加する。 
〈活動〉 

2-1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致したビジネスコース実施計画を策定す

る。  
2-2 ニーズに応じた新規コースおよび教材を開発する。 
2-2 ビジネスコースの広報および受講生の選定を行う。 
2-3 サービス業、製造業、IT 産業分野におけるビジネスコースを実施する。 
2-4 ビジネス、日本語および相互理解の各分野間で連携した活動を実施する。 
2-5 現地講師の募集を行うための広報計画の策定および広報活動を行う。 
2-6  OJT を中心として、現地講師の能力強化を行う。  
2-7 ビジネスコースの効果向上のため、他の開発援助機関との調整を行う。 
 

〈指標・目標値〉 
・地域／セクター／役職別の受講者数 
・受講者のコース修了率および満足度 
・受講者の能力向上度（テストの成績） 
・受講内容を業務改善につなげた企業数 
・認定および訓練された現地講師数 
・他の開発援助機関との協力、助言のもと実施されたビジネスコースの数 
・現地スタッフにより企画・実施された活動数 

 

３）成果３：日本語教師のニーズに合致し、また、市場のビジネス機会の拡大に向けた日

本語コースが開催される。 
〈活動〉  

3-1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致した日本語コース実施計画を策定する。

3-2 ニーズに応じた新規コースおよび教材を開発する。 
3-3 日本語コースの広報および受講生の選定を行う。  
3-4 日本語教育、ビジネス、相互理解促進事業に関する日本語コースを実施する。 
3-5 現地講師の募集を行うための広報計画の策定および広報活動を行う。 
3-6 OJT を中心として、現地講師の能力強化を行う。  
3-7 日本語教員、日本語教育機関のネットワークを用いた就職支援を実施する。 

 

〈指標・目標値〉 
・地域／職種／目的別の受講者数 
・受講者のコース修了率および満足度 
・受講者の能力向上度（テストの成績） 
・認定および訓練された現地講師数 
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・現地講師により実施された講義数（および講義全体に占める現地講師の割合） 
・現地スタッフにより企画・実施された活動数 

 

４）成果４：相互理解促進事業に関し、様々な分野（経済、社会、文化など）における「モ」

国と日本の情報が双方向に発信される機能が強化される。 
〈活動〉 

4-1 ニーズ調査を実施し、ニーズに合致した相互理解促進事業に関する計画を策定す

る。 
4-2 「モ」国・日本双方に関する情報提供の機能（図書館、インターネット、ウェブ

サイト、JICA-Net など）を強化する。  
4-3 モンゴル人および日本人の双方に対して相互理解イベントの広報を行う。 
4-4 相互理解促進事業を実施する。  
4-5 他の機関が実施する交流事業へ MOJC の施設を提供する。 

 

〈指標・目標値〉 
・年間実施戦略および講義計画の作成、スケジュールに沿った実施 
・相互理解促進活動への参加者数（モンゴル人・日本人） 
・地域別の参加者数 
・現地スタッフにより企画・実施された活動数 
・来館者数および活動参加者の満足度 
・図書館への来館者数および利用者の満足度 

 

（３）投入（インプット） 
１）日本側（総額約 4.9 億円） 

・専門家派遣 
・長期専門家 ：プロジェクトリーダー（MOJC 所長）、業務調整、日本語教育 
・短期専門家 ：ビジネス分野など  
・現地活動費 ：センター運営経費、広告費、消耗品費、テキスト作成費など 
・研修員受入れ：現地スタッフおよびコース修了生等を対象とした本邦研修 
・機材供与  ：パソコンなど 

２）「モ」国側 
・施設 
・スタッフ：副所長（C/P）、清掃員など 
・プログラム・アドバイザー 
・光熱費：水道、暖房、電気など  
 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 
・「モ」国の社会・経済の安定が継続する。 
・「モ」国政府が市場経済化および中小企業支援政策を継続する。 
・「モ」国の関係省庁・大学および他の関連機関から MOJC に対する継続的な協力が得ら

れる。 
 

５．評価５項目による評価結果 
下記の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 
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（１）妥当性 
・「３．協力の必要性・位置づけ」でも述べたとおり、「モ」国政府の重要開発戦略である

「政府行動計画」と「人間の安全保障のためのグッドガバナンス」、さらに政府行動計

画を実施するための「経済成長と貧困削減」（EGSPRS）において、マクロ経済の安定

と民間セクターの振興は、経済成長と貧困削減の重要課題として位置づけられており、

市場経済化に資する人材の育成を目標とした本プロジェクトと「モ」国政府の重要開発

課題の整合性は高い。 
・我が国の「モ」国に対する国別援助計画（2004 年）においては、マクロ経済の健全な

運営のための制度整備および人材育成への支援が重点分野として挙げられており、「モ」

国の市場経済化に資する人材の育成を目標とした本プロジェクトとの整合性は高い。 
・「モ」国全体の企業数の 96％が 49 人以下の小規模企業であり、その 81％が１～９人の

従業員を抱える企業である。これらの中小企業の経営者・従業員などを主なターゲット

グループとしている本プロジェクトの実施は、同国の経済成長およびマクロ経済の安定

化に直接的に貢献するものである。 
・ビジネスコースは日本的経営という独自のテーマによって、他のビジネスコース・セミ

ナーや大学機関が提供する講座との差別化を行っている。また、日本型経営の強みであ

る「５Ｓ」や「カイゼン」の手法を活用した品質管理・生産管理、労務管理に関しては、

国際的にも日本は高度なレベルを保持する比較優位のある分野であり、日本の経験を活

用した実践的な研修の実施が可能である。 
・「モ」国における日本語教師の育成に関しては、大学で行われている理論を中心とした

教員養成関連コースが中心となっているため、実務に活かせるコミュニケーション能力

を伸ばす教育ができる教師が十分に育っていない。効果的な教育を提供できる日本語教

員の育成に関して、日本は実習を中心とした講義についての高度な知識と国内外におけ

る多くの経験を有しており、同分野における支援の優位性は高い。 
 

（２）有効性 
・本プロジェクトは、フェーズ１で築いてきた基盤を土台としながら、組織・運営体制面

と事業活動面の両面の更なる強化を同時平行的に行うものである。このことにより、総

合的に MOJC の機能が効率的・効果的に向上されるともに、事業による高い成果が見

込まれることから、プロジェクト目標の達成は十分可能である。 
・特に、MOJC の３本柱である事業のビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業

それぞれの事業が効果的に実施され、各コースが互いに連携して事業を実施することに

より相乗効果が生まれ、日系企業と日本語を用いた取引を行う企業の育成が可能となる

など、プロジェクト目標の円滑な達成が見込まれる。 
・プロジェクト目標である MOJC の機能強化を表す具体的な指標としては、①センター

の知名度の向上による役割の確立、②現地オーナーシップの推進、③自立運営をめざし

た財務の改善、④他の機関などとのネットワークの構築に関する具体的な項目が挙げら

れており、それぞれの効果について測定可能な指標が設定されている。 
・プロジェクト目標を達成するための外部条件である「『モ』国の関係省庁・大学および

他の関連機関から MOJC に対する継続的な協力が得られる」に関しては、関連機関か

らフェーズ２においても引き続き協力が得られることが確認されたことから、外部条件

が満たされる可能性は高いと考えられる。 
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（３）効率性 
・ ビジネスコース運営に関して、フェーズ 1 ではコース受講者のうち希望者に対して、所

 属先企業の個別診断を行うなど、きめの細かい支援が実施された。一方、このような形

 態のコース運営では裨益対象および費用対効果が限定されるため、フェーズ２において

 は裨益対象の拡大、収益の増加を考慮してコースの再編を行うことを計画しており、効

 率性が高いといえる。 
・ 日本語コース、相互理解促進事業に関しては、フェーズ 1 に続き、現地講師および現地

 スタッフの関与が高いコース運営が計画されている。また、日本語教材の配布や広報活

 動の改善により効率的な活動を波及することができる。さらに、ラジオ日本語講座を組

 み込むことで効率的に地方展開を行うことができる。 
・ OJT 等を通じて育成してきた現地スタッフはセンター事業に精通しており、さらに彼ら

 の能力向上を図りながら継続的に活用することで、初期投資が抑えられることになるた

 め、センター運営を効率的に行うことができる。また、2009 年を目処に事業別の責任 
 者となるプログラム・マネージャーの役職を設置することとしている。これにより、日

 本人専門家の負担を軽減すると同時に、現地リソース活用による効率性の向上が確保さ

 れる。 
・ 「モ」国経済産業省や他の関連機関との情報交換を推進することで、本プロジェクトが

 ターゲットとしている中小企業経営者層のニーズの把握が可能となるうえに将来的な

 連携により、優秀な現地講師を確保することが容易となり、効率性の向上につながる。

・ 本プロジェクトは、国際交流基金負担により日本語専門家を派遣している。さらに、JBIC
 や JETRO とも連携を予定しており、それぞれが個別事業を行うよりも効率的に事業展 
 開できるうえ相乗効果が期待できる。 

 

（４）インパクト 
・ 本プロジェクトでは、センターの活動、産業界の動向についての恒常的なモニタリング

 を実施すると同時に、関連機関との情報交換を通じて、変動する研修ニーズを把握しビ

 ジネスコースの内容に反映させるシステムを MOJC 内に構築することとしている。こ 
 れにより、産業界の変化するニーズに柔軟に対応しつつ、インパクトを発現していくこ

 とが可能となる。 
・ MOJC のビジネスコースで得た知識・スキルを受講生が業務で活用・実践することによ

 り、受講生が経営・所属する中小企業の生産性、収益性が向上するケースが増えること

 が見込まれる。さらに、それが類似企業への刺激となり、中小企業層の活性化、更には

「モ」国の市場経済化の促進へ間接的に貢献することが期待される。 
・ 日本語教育事業は、学習者が日本語の学習を通じて日本文化や日本事情を学ぶ機会を提

 供するものであり、日本理解の促進を内在している。また、日本語を話す人材が育成さ

 れることは、「モ」国と日本の架け橋役に成り得る人材を増やすことでもあり、「モ」国

 と日本両国の相互理解の促進につながるものである。 
・ 「モ」国内にある日本政府機関としては日本大使館および JICA 事務所しか存在してい

 ない状況のなか、MOJC における相互理解促進事業は、モンゴル人および日本人に対し

 て双方の社会・文化などの情報を提供する拠点としての重要な役割を果たしており、か

 つ利用者が立ち寄りやすい立地条件にあることから、「モ」国および日本との交流関係 
 の促進に対して幅広いインパクトの発現が期待できる。 

・ MOJC ビジネスコース修了生自らが、受講内容の相互学習と周囲への普及を目的として

 設立した「KAIZEN 協会」との連携した活動を行うことで、より広い範囲に効果を普及
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 することが可能となる。 
 

（５）自立発展性 
・ 本プロジェクトでは、現地スタッフの能力向上およびスタッフが継続して MOJC での 

 業務に就くためのインセンティブの向上を図る。具体的な取り組みとしては、現地スタ

 ッフの主体性を尊重した運営を行うと同時に、各事業の運営担当を担うプログラム・マ

 ネージャー職を設置し、役職に見合った給与体系の定期的な見直しを行うこととする。

 これにより、現地スタッフによる MOJC 運営の自立性の向上が見込まれる。 
・ 現地スタッフへの業務の移管を推進するとともに、将来的なモンゴル国立総合大学への

 移管を念頭に、同大学教員の関与を拡大する。 
・ 運営資金を自己の事業活動収入で賄えるように自立発展性を高めるため、受講生のニー

 ズへの対応を前提とした受講料設定、コースの増設による増益および現地講師の活用に

 よるコスト削減により、費用充当率の向上を図る。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 
「モ」国における中小企業の経営者は女性の高学歴化を背景として、調査対象の 15,401 社

のうち 63％が女性の経営者となっている（JICA 委託による Mongolia Research Company のニー

ズ調査 2006 年）。したがって、本プロジェクトにおけるターゲットグループには、中小企業の

経営者・従業員および日本語学習者などを中心に多くの女性が含まれており、男女に平等に教

育機会を提供するという形でジェンダー配慮がなされている。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
類似案件の有無：有 

 

（１）過去案件（プロジェクトフェーズ１）から得られた教訓とその活用は以下のとおり。 
ビジネスコースにおいて、中小企業経営者に対して日本的経営の実践的知識やノウハウ

を提供したが、修了生からより高度な内容を学びたいとの要望が出されたとともに、学ん

だ内容を実際の経営改善により活用するためのフォローアップを求める声が多く聞かれ

た。 
このためフェーズ２では、ビジネスコースを階層別（レベル別）に設計し、各階層のコ

ースを修了した受講生が希望に応じてさらに上級の内容を学ぶことが可能となる構成と

した。また、企業経営の改善および拡大を支援するため、モンゴル民間銀行による融資と

のマッチングを促進するためのコースを追加するなどの新たな取り組みを加えている。 
 

（２）類似案件（他国の日本センタープロジェクト）から得られた教訓とその活用は以下のと

おり。 
日本センタープロジェクトは現在９か国 10 センターあり、各センター設置国の事情・

ニーズに応じた協力を実施している。これらセンターの活動実績を通じ、ビジネスコース

受講企業のネットワークを通じた成果の普及や、日本語コースを通じた現地日本語教師の

育成および教授法支援がプロジェクト活動のインパクトを効果的・効率的に発現させてい

くことにおいて重要であるとされている。本プロジェクトにおいても、ビジネスコース修

了企業のネットワーク（「KAIZEN 協会」）と連携した活動の展開や、中学校の日本語教

師を対象とした教育実習コースを通じ、効果的・効率的な成果の達成およびインパクトの

発現に努める。さらに、日本センター運営において、現地スタッフのマネージャーへの育
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成がセンターの自立性の向上に有効であるとの他国日本センターの実績を活かし、人材育

成計画を策定したうえで、本プロジェクトにおいても３年計画にて現地スタッフのマネー

ジャーへの育成を実施することとしている。 
また財務面については受講料徴収だけでなく、収入源の多様化を図ることが財務面での

自立性向上に有効であるとの事例があることから、本プロジェクトにおいても関係機関か

らの受託セミナーの実施や施設貸し出し等の収入の多様化を図っていくこととしている。

 
８．今後の評価計画 

・中間評価：プロジェクトの中間段階（2010 年１月頃） 
・終了評価：プロジェクト終了の数か月前（2011 年６月頃） 
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第１章 事前評価調査の概要 

１－１ 事前評価調査団派遣の経緯と目的 

JICA はモンゴル国（以下、「モ」国と記す）に対する援助重点分野として、①市場経済を担う

制度整備・人材育成に対する支援、②地方開発支援、③環境保全、④経済活動促進のためのイン

フラ整備支援の４点を掲げている。「モンゴル日本人材開発センタープロジェクト」（以下、「フェ

ーズ１」と記す）は、これら重点分野の中の「市場経済を担う制度整備・人材育成に対する支援」

に位置づけられ、2002 年１月より 2007 年１月までの５年間を協力期間として、モンゴル国立総

合大学をカウンターパート機関として実施している。 
モンゴル日本人材開発センター（The Mongolia-Japan Center for Human Resource Development：

MOJC）は、2003 年３月に無償資金協力による施設が完成した後、ビジネスコース、日本語コー

ス、相互理解促進事業の３つを柱とした各種コースやセミナー、イベント等の活動を実施してい

る。2006 年６月に実施された終了時評価調査では各種コース修了生や大学等の関連機関からその

活動内容に対して高い評価を得るとともに、MOJC 開始以来、延べ約 45 万人が来館するなど、多

くの「モ」国の人々に利用されていることが確認された。 
「モ」国政府は、2006 年 11 月に「モンゴル日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」

に関する要請書を日本政府に提出し、日本政府は2006年12月に同プロジェクトの採択通報を「モ」

国政府に対して行った。 
本調査団は、フェーズ２の実施方針や基本的枠組み（協力期間、具体的協力内容、実施体制等）

に関し、必要情報の収集を行うとともに、「モ」国側関係者との協議を行うことを目的として派遣

された。 

 

１－２ 団員の構成 

氏 名 担当分野 所 属 

桑島 京子 総括 JICA 社会開発部第一グループ長 

井出 博之 IT コース運営 JICA 国際協力専門員 

伊藤 治夫 評価分析 ICONS 

矢向 禎人 協力企画 JICA 社会開発部第一グループ日本センターチーム
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１－３ 調査日程 

 日 時 調査内容 

１ 11 月 22 日（水） 成田→ウランバートル 
（井出団員、伊藤団員、矢向団員） 
JICA モンゴル事務所との打合せ 

２ 11 月 23 日（木） 教育・文化・科学省との協議 
MOJC との協議 
小林専門家（ビジネスコース運営管理）との打合せ 
ビジネスコース（品質・原価管理） 

３ 11 月 24 日（金） 桜井専門家（日本語コース運営管理）との打合せ 
モンゴル国立総合大学との協議 
ビジネスコース設計に関する協議 

４ 11 月 25 日（土） ビジネスコースおよび IT コース設計に関する協議 
日本留学説明会見学 

５ 11 月 26 日（日） 資料作成・整理 
６ 11 月 27 日（月） ビジネスコース・日本語コース設計に関する協議 

成田→ウランバートル（桑島団長） 
７ 11 月 28 日（火） JICA モンゴル事務所との打合せ 

MOJC との協議 
財務省との協議 

８ 11 月 29 日（水） モンゴル国立総合大学学長との協議 
在モンゴル日本大使館表敬 
KAIZEN 協会との協議 

９ 11 月 30 日（木） モンゴル経済団体連合会との協議 
MOJC ナショナルスタッフへのインタビュー 
EBRD 訪問 

10 12 月１日（金） UNDP 訪問 
M/M 案についての MOJC との協議 

11 12 月２日（土） M/M 案についての MOJC との協議 
M/M 案の修正 

12 12 月３日（日） M/M 案の修正 
13 12 月４日（月） 教育・文化・科学省への M/M 案の説明 

財務省への M/M 案の説明 
14 12 月５日（火） 合同調整委員会開催（M/M の署名） 

在モンゴル日本大使館報告 
JICA モンゴル事務所報告 

15 12 月６日（水） ウランバートル→成田（全団員） 
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１－４ 調査方針 

受講生へのアンケート結果や関係者へのヒアリング調査、事前に現地コンサルタントに委託し

て実施した「モ」国経済および企業動向等の調査に基づき、プロジェクト実施に関するニーズや

実施によるインパクト等について、DAC５項目評価を用いて評価・抽出を行う。調査項目は以下

のとおりである。 
（１）モンゴル経済および企業の現状 
（２）企業（経営者・従業員）がこれまでに受講した研修内容および今後の研修ニーズ 
（３）他のビジネススクール等の研修機関の現状と実施している研修内容 
（４）フェーズ１の活動を踏まえ、フェーズ２にて実施すべき活動内容 
（５）自立発展性を高めることなどを目的とした今後の運営体制の改善点 
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第２章 調査結果 

２－１ 協力の基本枠組みおよびプロジェクトの基本計画 

財務省、教育・文化・科学省、モンゴル国立総合大学、MOJC との間で複数回にわたり協議を

実施した。この結果、協力の枠組みおよびプロジェクトの基本計画について合意に至り、合意内

容を協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）に取りまとめ、署名・交換を行った。主な合意内容

は次のとおりである。 
 

（１）プロジェクト概要 
１）プロジェクトの受益者 

・MOJC 事業への参加が想定される中小企業経営者・従業員、大学関係者、教師、学生、

一般市民（年間約 15 万人） 
・MOJC スタッフおよび現地講師（約 35 人） 

 

本プロジェクトの受益者は、実際に MOJC でのビジネスコースおよび日本語コースを受

講する中小企業の経営者・従業員、大学関係者、教師、学生などとなる。また、一般市民

を対象とした相互理解促進事業による各種イベントおよび図書館などの MOJC の開放によ

り、その受益者は広範囲となる。さらに、MOJC にて勤務する現地スタッフと現地講師に

対する研修および OJT の実施が計画されており、これらの人材の能力向上が図られること

から MOJC スタッフおよび現地講師も受益者に含まれる。 
 

２）プロジェクト目標 

「『モ』国における市場経済化に対応する人材育成」および「『モ』国・日本の相互理

解促進」を行う拠点としての MOJC の機能が強化される。 

 

フェーズ２におけるプロジェクト目標としては、フェーズ 1 の結果を踏まえ MOJC の強

みである「実践的」なコースの提供を踏襲しつつ、ビジネス、IT、日本語教育分野の組み

合わせによる多様なコース設定によって MOJC の独自性を高め、他の教育機関との差別化

を図る。相互理解促進事業においては、日本文化紹介や日本センターフォーラム、IT を用

いた文化交流事業を通して、「モ」国と日本の双方向性をもった相互理解促進事業を推進さ

せることで、MOJC の相互理解促進事業の拠点としての機能を強化する。 
センター運営に関しては、受講料の改定やコースの再編を行うと同時に、現地講師の積

極的な活用およびセンター運営に関する業務の現地化を推進することで、収益の向上とコ

ストの削減により自立採算性を向上させ、協力終了後の自立的運営体制に向けた MOJC の

機能強化を図る。また、将来的な MOJC のモンゴル国立総合大学への移管も念頭に置き、

MOJC 事業への提言、ビジネスコースにおけるテキストの校閲支援などを担当するプログ

ラム・アドバイザーを大学側から MOJC に派遣することとし、モンゴル国立総合大学の

MOJC 運営への関与の拡大を図る。 
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３）上位目標 

・「モ」国の市場経済化に資する人材開発が促進される。 
・「モ」国、日本両国の相互理解が促進される。 

 

「モ」国では企業のうち約 96％が従業員 49 名以下の中小企業である。本プロジェクト

のターゲットグループであるビジネスコースの受講者を中小企業の経営者および幹部とす

ることで、上位目標である「『モ』国の市場経済化に資する人材開発の促進」への高いイン

パクトを図ることとした。 
一方、相互理解の促進に関する上位目標については、日本語教育の推進および MOJC の

「モ」国・日本の双方向性をもった相互理解促進事業の実施によって、両国の社会や文化

への理解の促進をめざすこととした。 
また、MOJC の主な３つの事業の柱であるビジネス、日本語コースおよび相互理解促進

事業間での連携を強化していくことで、より効果的、効率的な上位目標の達成をめざすこ

ととしている。 
 

（２）活動と成果 
プロジェクト目標の達成のため、①センター運営、②ビジネスコース、③日本語コース、

④相互理解促進事業の４項目に大別される成果を設ける。各分野における成果は互いに関係

し、融合することで相乗効果を図ることとしている。 
成果を測定する指標としては、プロジェクト実施の初期段階でベースライン調査を行うと

同時に、各事業の活動においてモニタリング体制を構築することで、指標に関する定期的な

モニタリング、データ収集、報告の実施を徹底する。 
 

１）センター運営 

〈成果１〉 
運営体制およびモニタリングシステムの強化により、MOJC が効果的、効率的に運営

される。 
〈活動〉 

1-1 年間計画についてのレビューや議論を行うための合同調整委員会（ Joint 
 Coordination Committee：JCC）を設立する。 

1-2 ビジネス、IT、日本語および相互理解促進事業の各分野間の連携を考慮した活動

 計画（年間運営方針、財務計画、組織計画、人材育成計画）を策定し、モニタリ

 ングを行う。 
1-3 人材育成計画に基づき、現地スタッフの人材育成を行う。 
1-4  MOJC の運営に必要となる機材を調達する。 
1-5 MOJC の活動を「モ」国内に広く PR するため広報戦略の策定および広報活動を

 行う。 
1-6  MOJC のすべての活動にかかわるモニタリングシステムを向上させ、モニタリン

 グで得た教訓を次年度計画に反映する。 
 

フェーズ２においては MOJC の自立的運営体制の向上に向けて、現地スタッフ育成のた
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めの訓練・研修を主に OJT により実施する。また、コース企画・運営を主体的に実施する

事業運営担当としてのプログラム・マネージャー（主任職）を将来的に配置することで、

現地スタッフの関与を深めると同時に、育成された現地スタッフが継続して勤務するため

の人事計画を策定する。これにより、現地スタッフを中心とした運営体制の構築・強化を

図ることが可能となる。 
財政面においては、自立採算性を高めることを目的として、収入の一部をセンター運営

費に充当するとともに、受講料の変更による増収および現地講師などの外部リソースの活

用によるコース運営経費の削減を検討する。 
プロジェクト開始時点においてベースライン調査を行い、現状把握と定期的なモニタリ

ングのための指標の目標値を設定する。また、プロジェクトの運営協議機関として JCC を

設置し、メンバー間での年間事業計画のレビューや年度計画、課題について協議するとと

もに、JCC へのセンター活動の報告体制を確立する。 
 

２）ビジネスコース 

〈成果２〉 
中小企業のニーズに即した実践的な知識とスキルを提供するビジネスコースが行われ

るとともに、コースにおける現地講師の割合が増加する。 
〈活動〉 

2-1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致したビジネスコース実施計画を策定す

る。 
2-2 ビジネスコースの広報および受講生の選定を行う。 
2-3 サービス業、製造業、IT 産業分野におけるビジネスコースを実施する。 
2-4 現地講師の募集を行うための広報計画の策定および広報活動を行う。 
2-5 OJT を中心として、現地講師の能力強化を行う。 
2-6 コースの実績を評価し、将来のコース計画に教訓を反映するため、モニタリング

システムを向上させる。 
2-7 ビジネスコースの成果を確立するため、他の開発援助機関との調整を行う。 

 

フェーズ２においては、フェーズ１にて実施した内容を基本としつつ、研修コースの内

容をより市場ニーズに即した実践的なものへと一部再編成を行う。具体的には、フェーズ

１にて実施していた中小企業診断・指導実践コースの上級コースを新たに新設し、同コー

スの修了生等を主な対象として、これまで同コースで学んだ知識やスキルの企業経営への

更なる活用に向けた内容をフォローアップ的に提供する。また、「モ」国において外貨獲得

産業として将来性があり、高い現地ニーズが確認されている食品加工業、観光業、および

IT 産業向けに特化したコースを実施するとともに、研修ニーズの高く、地方として多くの

人口を抱えているエルデネット市、ダルハン市において地方セミナーを開催することで、

プロジェクト効果の地方部への普及を図ることとする。更には、産業動向および研修ニー

ズの把握のため、関連機関との情報交換やモニタリングを定期的に実施し、必要に応じて

コース実施計画の修正を行うことで、常に現地ニーズに合致したコース内容の提供を図り、

より効率的かつ効果的な活動を行うこととする。 
また、フェーズ１において実施していたシニア IT エンジニア育成コースは、「モ」国に
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おける日本語学習者の多さや親日国であるという特色を活かし、日本語にて日本の IT 企業

より日本のソフトウェア開発の受注が可能となるエンジニアの育成を目的として実施して

おり、修了生は日系企業とのビジネスに従事するという高い成果を上げている。しかし、

MOJC のパソコン台数が 15 台と限られているため、受講生数が限られることから、日本人

専門家の投入を前提にすると受講生一人当たりにかかるコストが高く、費用対効果の側面

から見ると効率的な運営とは言い難い部分もあり、MOJC 事業の運営の圧迫にもつながる

恐れがある。また、「モ」国の民間企業がインドの民間教育機関と合弁で、ソフトウェア開

発技術を提供する民間教育機関の設立を進めていることから、IT エンジニアの育成は市場

ニーズが高く、MOJC と他の機関のコースとの差別化による強みとなっていることから、

移行措置としてフェーズ２開始第１年次は同コースを継続するものの、第２年次以降につ

いては、IT コースの内容をフェーズ１の IT エンジニア養成から中小企業振興を目的とし

た IT コースの実施への変更を検討することとした。また、一般の中小企業経営者等を対象

とした、IT を用いた在庫管理、企業会計、生産管理コースなどを計画することでビジネス

コースの多角化を図ることとした。 
 

３）日本語コース 

〈成果３〉 
日本語教師のニーズに合致し、また市場のビジネス機会の拡大に向けた日本語コース

が開催される。 
〈活動〉 

3-1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致した日本語コース実施計画を策定する。

3-2 ニーズに応じた新規コースおよび教材を開発する。 
3-3 日本語コースの広報および受講生の選定を行う。 
3-4 日本語教育、ビジネス、IT 産業、相互理解促進事業に関する日本語コースを実施

 する。 
3-5 現地講師の募集を行うための広報計画の策定および広報活動を行う。 
3-6 OJT を中心として、現地講師の能力強化を行う。 
3-7 日本語教員、日本語教育機関のネットワークを用いた就職支援を実施する。 
3-8 コースの実績を評価し、将来のコース計画に教訓を反映するため、モニタリング

 システムを向上させる。 
 
フェーズ２においては、日本語を用いたビジネス機会の拡大に焦点を当て、IT 日本語、

ビジネス日本語など他のコースと連携したコースの実施を強化する。ビジネス日本語コー

スでは、日本語をビジネスマナーとともに学習することで、将来の就職面接や仕事上での

対応を円滑に行うことができる人材の育成が可能となる。また、IT 日本語コースは IT 分

野の業務を事例とした講義内容とすることで、日本企業との取引が可能な水準の日本語の

理解が可能となるだけでなく、日本企業への就職も可能な人材の育成をめざす。また、一

般の日本語教育については、ターゲットグループを中級以上の日本語学習者に限定するこ

とで、他の日本語教育に関する公的機関や民間機関との整合を避け、他の機関では提供し

ていない独自のコース（映画で学ぶ日本語等）を計画し、内容、レベルの多様化を図るこ

とで受講生のニーズに適合した計画とする。さらに、「モ」国の日本語教育環境の向上を図
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るため、フェーズ１に引き続き教育実習コースを通じた教師指導（育成）を行うこととし、

質の高い現地日本語教師の育成を進めることとした。 
加えて、フェーズ１で実施したラジオ日本語講座の効果によって日本語学習者の裾野が

広がったことや滞日経験があり会話はできるが書けない日本語学習層など、日本語学習に

対する現地ニーズが多様化していることを受け、この対応策として長期コース以外にも「履

歴書の書き方講座」「漢字コース」等目的を絞った新規コースを設置する。更には、ラジオ

日本語講座の内容を録音した CD-ROM を作成し、配布することで、距離的・時間的な制約

によりコースを受講できない学習者や修了者のニーズに適合した事業を実施する。 

日本語コースの安定的運営を図るため、MOJC 教育実習コース終了の学生から現地講師

の採用を引き続き行うことや大学等他機関の講師を活用するなど現地講師育成のためのシ

ステムを構築し、MOJC の運体体制の強化を図る。これにより中長期的に質の高い日本語

講師の確保が可能となり、よりレベルの高い日本語コースの提供が可能な運営体制の構築

をめざす。 

 

４）相互理解促進事業 

〈成果４〉 
相互理解促進事業に関し、様々な分野（経済、社会、文化など）における「モ」国と

日本の情報が双方向に発信される機能が強化される。 
 

〈活動〉 
4-1 ニーズ調査を実施し、ニーズに合致した相互理解促進事業に関する計画を策定す

 る。 
4-2「モ」国・日本双方に関する情報提供の機能（図書館、インターネット、ウェブ 

 サイト、JICA-Net など）を強化する。 
4-3「モ」国・日本人の双方に対して相互理解イベントの広報を行う。 
4-4 相互理解促進事業を実施する。 
4-5 他の機関および交流事業へ日本センターの施設を提供する。 
4-6 活動の実績を評価し、将来の活動計画に教訓を反映するため、モニタリングシス

 テムを向上させる。 
 

フェーズ１においては、相互理解促進事業として異文化体験講座、定期映画会、日本セ

ンターフォーラムなどを実施した。しかし、「モ」国側に対して日本社会や文化の情報発信

を行う活動に比較して、在留邦人等を対象とした活動は少なく、モンゴル人と日本人との

交流の場が限定されることが指摘されている。そのためフェーズ２においてはモンゴル

人・日本人の双方を対象として、モンゴル人と日本人の直接的な交流を通じた相互理解の

機会を提供する計画を策定する。一方、PC 教室や IT を用いた交流事業、もしくは日本文

化紹介イベントなど、ビジネスコースおよび日本語コースとの連携を強化すると同時に、

留学情報の提供、JICA-Net、映像利用等、MOJC がもつ情報・人的リソースを有効活用す

ることで、MOJC の優位性を活かすための活動を行うこととする。 
なお、相互理解促進事業に関しては、図書室の管理・運営業務も含め、比較的現地スタ

ッフの関与が高く、現地スタッフ主体にて運営することが可能な体制が整っている。フェ
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ーズ２においては、さらに現地スタッフへの業務担当範囲を拡大するとともに、マニュア

ル化の促進や情報の共有化を図ることで、現地スタッフが交代してもこれまでの同様の業

務の実施が可能となるよう体制の強化を図ることとする。 
 

（３）投入 
１）日本側 

１．専門家派遣 
長期専門家：MOJC 所長、業務調整、日本語教育 
短期専門家：ビジネス分野など 

２．現地活動費：センター運営経費、広告費、消耗品費、テキスト作成費など 
３．研修員受入れ：現地スタッフおよびコース修了生を対象とした本邦もしくは三国研修

４．機材供与：パソコンなど 
 

本プロジェクトにおいては、「モ」国、日本の双方が、プロジェクト実施に必要な投入に

ついてのそれぞれの責任を負うこととしている。日本側の投入は①専門家派遣、②現地活

動費③研修員受入れ、④機材供与の４つに分類できる。日本人専門家の投入は、MOJC の

所長を含めた長期専門家と主にビジネス分野を担当する短期専門家となる。なお、「モ」国

側との協議・確認はしていないが、日本語コース運営専門家は独立行政法人国際交流基金

より派遣することとしている。専門家の派遣時期、本邦（もしくは第三国研修）の実施時

期および人数、供与機材の内容については詳細な研修計画策定後具体的に決定する。 
 

２）「モ」国政府側 

１．施設 
２．スタッフ：副所長（カウンターパート）、清掃員など 
３．プログラム・アドバイザー 
４．光熱費：水道、暖房、電気など 

 

「モ」国側の投入は①日本人専門家の執務スペースおよび必要施設、②カウンターパー

ト（MOJC 副所長）およびその他の支援スタッフ、③センター事業へ助言・支援を行うプ

ログラム・アドバイザー、④電気・水道等の光熱費である。今回、フェーズ２の実施に際

し、MOJC へのモンゴル国立総合大学の関与の拡大および現地実施体制の強化を目的とし、

新たにモンゴル国立総合大学より「プログラム・アドバイザー」の配置を 2007 年度第三四

半期を目処に受けることとした。この「プログラム・アドバイザー」はビジネスコースお

よび日本語コースにおいて、教材におけるテクニカルタームの確認・校閲などを行うとと

もに、コース設計やモニタリングにおいて、「モ」国事情の提供を行うことを通じ、コース

の質の確保・向上に向けた支援を行うことを役割として想定している。なお、このプログ

ラム・アドバイザーの配置については常勤のポストとして設置するものではなく、一つの

機能として設けるものであり、当該分野の知見をもった人員の配置をモンゴル国立総合大

学に要望している（定常的な人事異動としての配置は望まない旨も合わせて伝えている）。 
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（４）外部条件 

・「モ」国の社会・経済の安定が継続する。 
・「モ」国政府が市場経済化および中小企業支援政策を継続する。 
・「モ」国の関係省庁・大学および他の関連機関から MOJC に対する継続的な協力が得ら

れる。 
 

プロジェクト実施機関であるモンゴル国立総合大学からはプロジェクト実施に向けた強い

コミットメントが示されており、外部条件が満たされる可能性は高いことが確認された。ま

た、フェーズ 1 の継続であることから施設等のインフラ上の問題もなく、プロジェクト開始

前に満たされるべき前提条件は存在しない。 
 

（５）モニタリングと評価 
フェーズ 1 においては、モニタリング体制が脆弱でコースの改善にかかわる意見や提案の

吸い上げや、「モ」国経済・社会の中でのコースの位置づけが十分になされていないことが指

摘された。フェーズ２においては、モニタリング体制（目的の明確化、担当者および責任者

の任命など）を整備し、モニタリング・システム（フィードバック方法の整備、年間活動計

画の策定など）の強化を図る。具体的には、コース受講生へのアンケート、ローカルスタッ

フによる事業内容のモニタリングなどの方法やツールを適切かつ効率的な効果測定を行うた

めの内容となるように見直すと同時に、専門家報告書、各種調査団などの問題点の指摘や改

善提案についてもその内容の分析を行い、センター運営およびコース運営に反映することと

する。 
 

２－２ プロジェクト基本計画の妥当性（評価５項目） 

ここでは、本プロジェクトの実施妥当性について、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自

立発展性の５項目から検証する。また、下記の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断

される。 
 

（１）妥当性 
１）「モ」国ニーズとの一致 

図２－１に示すとおり、「モ」国全体の企業数の 96％が 49 人以下の小規模企業であり、

その 79％が１～９人の従業員を抱える企業である。これらの中小企業の経営者・従業員な

どを主なターゲットグループとしている本プロジェクトの実施は、同国の経済成長および

マクロ経済の安定化に直接的に貢献するものである。 
多くの中小企業の経営者は十分な経営ノウハウを得る機会をもたず、一方国内で行われ

ている経営講座やビジネスセミナーの多くが経営理論を重点としており、実際の業務に活

用できるといった受講者のニーズを反映したものではない。本プロジェクトはフェーズ 1
で高い評価を得た「実践」にこだわった講義内容と指導法をさらに向上させることで、タ

ーゲットグループのである中小企業経営者・従業員などのニーズに対応する。 
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出展:Mongolia Statistical Yearbook 2005 

図２－１ 「モ」国における企業従業員数（2005 年） 

 
「モ」国における日本語教師の育成に関しては、大学で行われている理論を中心とした

教員養成関連コースが中心となっているため、実務に活かせるコミュニケーション能力を

伸ばす教育ができる教員が十分に育っていない。効果的な教育を提供できる日本語教員の

育成に関して、日本は実習を中心とした講義について高度な知識と国内外における多くの

経験を有しており、同分野における支援の優位性は高い。 
２）「モ」国国家政策との整合 

「モ」国政府の主要開発戦略として、2000～2004 年を対象とした「政府行動計画」と「人

間の安全保障のためのグッドガバナンス」、さらに政府行動計画を実施するための「経済成

長と貧困削減」（Economic Growth Support and Poverty Reduction Strategy：EGSPRS）がある。

これらの政策においてマクロ経済の安定と民間セクターの振興は、経済成長と貧困削減の

重要課題として取り扱われている。本プロジェクトは、「モ」国の市場経済化を担う人材の

育成をプロジェクト目標の一つとしており、「モ」国政府の重要開発課題に即している。 
３）我が国の対モンゴル国援助政策、国別事業実施計画との整合 

2004 年に策定された我が国の「モ」国に対する国別援助計画においては、マクロ経済の

健全な運営のための制度整備および人材育成を公的、民間の両セクターにおいて支援する

ことが重点分野として挙げられている。また、地域経済格差の是正、環境と両立した持続

的な経済成長、外貨獲得産業の振興等経済活動の促進を援助重点分野として位置づけてい

る。本プロジェクトは「モ」国の市場経済化に資する人材の育成を目標の一つとしており、

我が国の対「モ」国援助政策と整合している。 
４）日本の技術の優位性 

ビジネスコースは日本的経営という独自のテーマによって、他のビジネスコース・セミ

ナーや大学機関が提供する講座との差別化を行う。また、日本型経営（５Ｓ改善）、品質管

理・生産管理、労務管理、マーケティングに関しては、国際的にも日本は高度なレベルを

保持する比較優位のある分野であり、日本の経験を活用した実践的な研修の実施が可能と

なる。 
「モ」国における日本語教師の育成に関しては、大学で行われている理論を中心とした

教員養成関連コースが中心となっているため、実務に活かせるコミュニケーション能力を
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伸ばす教育ができる教師が十分に育っていない。実習を中心とした講義により、効果的な

教育を提供できる教員育成に関して、日本の日本語教師教育は高度な知識と国外における

多くの経験を有しており、同分野における支援の優位性は高い。 
 

（２）有効性 
１）プロジェクト目標の適切性 

本プロジェクトは、「モ」国における市場経済化を担う人材開発および「モ」国と日本の

相互理解促進の拠点としての MOJC の機能強化をプロジェクト目的としている。MOJC の

機能強化を表す具体的な指標としては、①MOJC の知名度の向上による役割の確立、②現

地オーナーシップの推進、③自立運営をめざした財務の改善、④他の機関などとのネット

ワークの構築に関する項目が挙げられ、ベースライン調査結果を基準として、それぞれ測

定可能な指標が設定されている。また、MOJC の３本柱である事業のビジネスコース、日

本語コース、相互理解促進事業それぞれの事業が効果的に実施され、各コースが互いに連

携して事業を実施することにより相乗効果が生まれ、プロジェクト目標の円滑な達成が期

待される。 
２）プロジェクト目標に至るまでの外部条件は満たされるか 

プロジェクト目標を達成するための外部条件である「『モ』国の関係省庁・大学および他

の関連機関から MOJC に対する継続的な協力が得られる」に関しては、フェーズ２におい

ても関連機関より引き続き協力が得られることが確認されたことから、外部条件が満たさ

れる可能性は高いと考えられる。 
３）プロジェクトの運営体制 

本プロジェクトは、フェーズ１で築いてきた基盤を土台としながら、組織・運営体制面

と事業活動面の両面の更なる強化を同時並行的に行うものである。このことにより、総合

的に MOJC の機能が効率的。効果的に向上されるとともに、事業による高い成果が見込ま

れることからプロジェクト目標の達成は十分可能である。 
 

（３）効率性 
１）ニーズに合致したコース再編および現地講師の育成・活用 

ビジネスコース運営に関して、フェーズ 1 ではコース受講者のうち希望者に対して、所

属先企業の個別診断を行うなど、きめの細かい支援が実施された。一方、このような形態

のコース運営では裨益対象および費用対効果が限定されため、フェーズ２においては裨益

対象の拡大、収益の増加を考慮してコースの再編を行い、効率性を向上させる。また一部

のコースは、現地講師を活用することで日本人専門家の負担を軽減し、投入コストを削減

することを検討する。 
日本語コース、相互理解促進事業に関しては、フェーズ 1 に続き、現地講師および現地

スタッフの関与が高いコース運営が計画されている。また、日本語教材の配布や広報活動

の改善による効率的な活動の波及が期待できる。 
更には、「モ」国経済産業省や他の関連機関との情報交換を推進することで、本プロジェ

クトがターゲットとしている中小企業経営者層のニーズの把握が可能となるうえに将来的

な連携により優秀な現地講師を確保することが容易となり、効率性の向上につながる。 
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２）現地スタッフによるセンター運営体制の強化 
OJT 等を通じて育成してきた現地スタッフは MOJC 事業に精通しており、彼らを継続的

に活用することが初期投資を抑えた MOJC の効率的運営につながる。コース計画・運営に

関しては現地スタッフを中心とした実施が望まれ、2009 年を目処に事業別の責任者となる

プログラム・マネージャーの役職を設立し、日本人専門家の負担を軽減すると同時に、現

地リソース活用による効率性の向上を図る。 
 

（４）インパクト 
１）上位目標の達成の見込み 

上位目標はプロジェクト目標の達成によって引き起こされる結果として、①「「モ」国の

市場経済化に資する人材開発が促進される」、②「『モ』国と日本両国の相互理解が促進さ

れる」といった目標が設定されている。この上位目標は具現性が高く、かつ測定が可能な

指標が設定されている。ただし、「モ」国における産業構造や経済発展の方向性は流動的で

あり、産業界のニーズに合致したコース運営が行われなければ上位目標の達成は困難とな

る。したがって、MOJC の活動、産業界の動向についての恒常的なモニタリングを実施す

ると同時に、関連機関との情報交換を通じて、変動する研修ニーズを把握しビジネスコー

スの内容に反映させるシステムを MOJC 内に構築する。 
２）社会・経済的インパクト 

MOJC のビジネスコースで得た知識・スキルを受講生が業務で活用・実践することによ

り、受講生が経営・所属する中小企業の生産性、収益性が向上するケースが増えることが

期待される。さらに、それが類似企業への刺激となり、中小企業層の活性化、更には「モ」

国の市場経済化へ間接的に貢献することが期待される。 
日本語教育事業は、学習者が日本語の学習を通じて日本文化や日本事情を学ぶ機会を提

供するものであり、日本理解の促進を内在している。また、日本語を話す人材が育成され

ることは、「モ」国と日本の架け橋役に成り得る人材を増やすことでもあり、「モ」国と日

本両国の相互理解が促進につながる。「モ」国内にある日本政府機関として日本大使館と

JICA 事務所しかない状況のなか MOJC における相互理解促進事業は、モンゴル人および日

本人に対して双方の社会・文化などの情報を提供するといった重要な役割を果たしており、

高いインパクトの発現が期待される。 
３）ネガティブインパクトの確認 

負のインパクトとしては民間のビジネススクール、日本語学校の受講生の減少が考えら

れるが、ビジネスコースは企業経営者を対象とした日本型経営の促進といった独自の分野

と対象としている。また日本語コースにおいては、他の多くの日本語教育機関が初級レベ

ルの教育に重点を置いていることからも、MOJC では中級以上を対象として他の機関との

住み分けを図り、競合を回避することで民業圧迫といった負のインパクトを抑制する。 
 

（５）自立発展性 
１）組織能力 

フェーズ１においては、日本語コースや相互理解促進事業、図書室管理などの運営を現

地スタッフが中心となって実施することが可能な体制となっているが、現地スタッフの勤
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続年数が平均約２年と短く、スタッフの交代によって運営管理方法を最初から学ぶ必要が

あるという脆弱性も指摘されている。優秀な現地スタッフの継続的な勤務は、MOJC の自

立的運営に関して重要な要素となることから、MOJC の自立的な運営体制の構築に向けて、

現地スタッフの能力向上およびスタッフが継続して MOJC での業務に就くためのインセン

ティブの向上を図る。具体的な取り組みとしては、現地スタッフの企画・運営への意見を

積極的に活動内容に反映するなど、現地スタッフの主体性を尊重した運営を行うと同時に、

各事業の運営担当を担うプログラム・マネージャー職を設置し、役職に見合った給与体系

の定期的な見直しを行う。また、現地スタッフへの業務の移管を推進する活動とともに、

モンゴル国立総合大学の MOJC 運営への関与を高めることで、運営体制の強化を図ること

を目的とし、「プログラム・アドバイザー」を新たに設置する。 
２）財政状態 

MOJC が実施する各種コースは原則として受講料を徴収しているが、MOJC は ODA 事業

として実施しているとともに、モンゴル国立総合大学も MOJC を大学の社会貢献の一環と

して位置づけていることにかんがみ、料金を比較的低額に抑えている。現在の MOJC の費

用回収率は日本人専門家の派遣経費、本邦研修費などを除いた MOJC 運営経費の 25～30％

ほどとなっている。フェーズ２のコース設計に当たっては、自立発展性の向上という観点

から、運営経費に占める自己の事業活動等による収入での充当率の向上を図る必要があり、

今後は受講生のニーズへの対応を前提とした受講料設定、コースの増設による増益および

現地講師の活用によるコスト削減等により費用回収率の向上を図る（フェーズ２終了時点

で約４０％とすることを目標として定める）。一方で、コスト削減を推進することで MOJC
が提供するコースの魅力や質の低下を招かぬよう日本人専門家を活用すべきところ、現地

講師を活用すべきところを見極めると同時に、現地講師を傭上する場合はプロポーザルの

提出を求め、内容の確認を行うとともにコース実施の際にも MOJC の現地スタッフが講義

に参加しモニタリング行うなど、短期的な増収の追及ではなく長期的かつ戦略的な視点を

もって財務計画を策定するよう留意する。 
なお、財務状況のシミュレーションは第４章で検討する。 
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第３章 プロジェクト実施上の留意点 

３－１ プロジェクト運営に係る留意点 

日本センタープロジェクトは、協力相手国の市場経済化の促進を目的とするとともに、協力相

手国と日本との相互理解の促進も目標としていることから、技術移転をもってプロジェクトを終

了するという他の技術協力プロジェクトとは異なる性質を有している。しかしながら、JICA の支

援のみにて中長期にわたり運営を行うことは困難であることから、フェーズ１にて築かれた運営

体制を基盤とし、フェーズ２においては MOJC としての自立的運営体制を強化していくことが求

められる。 
フェーズ１においては、日本人専門家および現地スタッフによるセンター運営を行っており、

基礎的な運営基盤を整えているものの、人員の交代も多く、情報の蓄積や共有が十分に行われて

いない部分もあった。そのためフェーズ２においては、フェーズ１における活動実績や成果等の

情報を集約し、今後の MOJC 活動に活かせる仕組みを作ることで、運営面での強化と更なる効果

の発現が可能になるような仕組みを作る必要がある。さらに、運営面での自立化を高めるため現

地スタッフ主導によるコース企画や運営が可能になるよう、現地スタッフの研修実施や主任ポス

トの新設など、現地スタッフが担う業務の拡大を図ることも検討すべきと考える。他方、MOJC
はプロジェクトであり、現地スタッフにとっては長期に安定して業務を行える場ではなく、かつ

予算上の制約により給与面で必ずしも待遇が良いとはいえないこと、さらに日本語が堪能な現地

スタッフは MOJC にて数年勤務を行ったあと、日本への留学などのために MOJC を辞めてしまう

ケースが多いことから、現地スタッフが交代しても安定的に MOJC が運営できるよう現地スタッ

フの育成計画を作成することが重要であるといえる。加えて、これまでモンゴル国立総合大学か

らは副所長の派遣と光熱水料の負担等を受けているが、センター運営に関してはあまり関与がな

く、日本側に任せているのが現状である。フェーズ２においては、モンゴル国立大学よりプログ

ラムアドバイザーの派遣を受けることとしたが、今後もセンター運営に対するモンゴル国立総合

大学の関与を高めていくよう努力をしていく必要がある。 
また、運営体制の強化を図るという観点から財政基盤に関しても自立性を高めていく必要があ

り、フェーズ２期間中に MOJC 運営経費（日本人専門家等の人件費を除いた純粋なセンター運営

経費）の 40％を受講料収入等によって充当することを目標としている。一方、MOJC が技術協力

プロジェクトである以上、ビジネスコースや日本語コース等において高い収益（高額な受講料）

を得ることはできず、MOJC 運営経費をすべて受講料等の収益にて充当することは不可能である。

よって、受講料収入の拡大や支出の削減を図り、MOJC の財務基盤を強化していく必要はあるも

のの外部機関等からの投入（支援）を受け入れるなど、MOJC 全体の将来運営方針の検討課題の

一つであると考える。 
 

３－２ ビジネス分野の協力に係る留意点 

ビジネスコースについては、フェーズ１においてビジネスコース修了生が自発的に「カイゼン

協会」を発足させたことや、ビジネスコース受講企業の中から品質の向上に対して「モ」国政府

より表彰を受ける企業が輩出されるなどの成果を上げるなどいくつも成果を上げており、「モ」国

側からも評価を受けている。フェーズ２においては、フェーズ１にて実施してきたビジネスコー

スを継続し、「モ」国の中小企業の更なる育成を通じた「モ」国の市場経済化の促進を図るととも
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に、フェーズ１にて輩出された成功企業へのフローアップや JBIC のツーステップローンとの連

携を図るため優良な借り手企業を育成・支援するためのビジネスプラン作成支援セミナーを新設

するなど、裾野を拡大するとともにより上級のコースを提供することで、「モ」国の市場経済化を

更なる促進に貢献する企業の育成を図ることとした。 
これは現時点でも「モ」国の企業の多くは中小零細企業がその大半であり、日本的経営や品質

管理等の基礎的な内容を提供する意義が高いためである。一方、近年の高い経済成長に伴い、サ

ービス業が大きく発展してきていること、経済成長を促進させるため海外への輸出が可能な産業

への支援を行うニーズもあることから、これらニーズに対応することがフェーズ２のビジネスコ

ースにおける新たな取り組みとなっている。その実施のためには、プロジェクトの事業予算が減

少傾向にあるなかビジネスコースにて取り組む新たなテーマに対応可能な専門家を人選・派遣す

るとともに、MOJC の自立性を高めるためより積極的に現地講師の育成や活用を図っていくこと

が重要であると考える。しかしながら、フェーズ１においてビジネスコースは高い評価を受けて

おり、同評価を獲得した背景には高い専門性を有し、かつ経験が豊富な専門家による活動があっ

たことが挙げられることから、専門家や現地講師の人選には引き続き留意するとともに、現地講

師の育成においても中期的に取り組む必要があることを付言したい。 
 

３－３ 日本語分野に係る協力の留意点 

フェーズ１における日本語分野の協力に関しては、民間の日本語学校で提供していない中・上

級レベルのコースを提供するとともに、IT 分野に焦点を当てた IT 日本語や観光ガイド日本語な

ど、ビジネスコースとも連携した日本語コースなどの特徴的な日本語コースを提供してきた。ま

た、遠隔地への日本語学習機会の提供を目的としたラジオ日本語講座も実施しており、「モ」国に

おける多様な学習機会を提供する機関として評価を受けている。フェーズ２においても、「モ」国

における日本語教育機関の中心として、多様な学習機会を提供すべきと考える。他方、日本語コ

ースもビジネスコースと同様、MOJC プロジェクトの一つの活動であることから、MOJC におけ

る日本語コースの役割と位置づけをさらに明確化し、活動を展開していく必要があると考える。

特に、日本語コースについては、国際交流基金との連携の下、長期専門家１名および MOJC 現地

職員を中心とし、一部コースを在留邦人に講師を依頼して実施するという限定的な体制であるこ

とから、今後の運営体制の自立化を図るため、ウランバートルを活動の中心とし、現地日本語教

師の育成を通じた日本語学習者支援を主眼することが一案であろうと考える。また、コース内容

に関しても、日系企業の進出が極めて少ない「モ」国において、学んだ日本語を活用する機会が

少ないことから、フェーズ 1 においても実施している IT 日本語など、ビジネス分野と関連づけた

日本語コースを中心に提供するなどの検討が引き続き必要であると考える。 
 

３－４ 相互理解促進分野に係る協力の留意点 

相互理解促進事業においては、引き続き「モ」国と日本の相互理解を促進するため、日本や「モ」

国を身近に体験できる活動を行っていくことが必要と考える。また、日本センターフォーラムの

ように、モンゴルの政府関係者と一般市民が一緒になって意見交換を行う場を提供することは、

モンゴルの他の機関にはない活動であり、MOJC の相互理解促進事業における重要な活動の一つ

であるといえる。今後の活動としては、日本の経済、社会文化を「モ」国に発信するだけでなく、

「モ」国の情報を日本へ発信する取り組みを行うことについても検討すべきと考える。さらに、
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フェーズ１においても相互理解促進事業に関しては現地スタッフが主体となって活動を行ってい

るが、フェーズ２においても引き続き現地スタッフを中心とした活動計画の立案および実施を図

っていくべきと考える。 
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第４章 運営体制の強化に向けて（財務的視点による分析） 

本章では、フェーズ２のプロジェクト目標でもある MOJC の機能強化に関し、財務的視点によ

る分析を試行した。これは MOJC の持続的運営を行うためには、現在のように JICA がその大半

の経費負担を行うという形態から、他機関による支援を受けることを検討するとともに、センタ

ー運営においても財務的自立性を高める工夫を検討すべきとの意見を受け、調査団として分析を

行ったものである。なお本分析はあくまで試行であり、実行に向けては関係者間において改めて

協議を行う必要があると考えるが、財務的な自立性を検討するうえでの一助となれば幸いである。 
 

４－１ 財務状況分析 

（１）プロジェクトの収支状況 
2005 年度のセンターの収入は 37,069USD1、専門家の派遣を含まない支出は 159,552USD

であり費用回収率は 23.23％となっている。フェーズ 1（2002～2006 年）における費用回収

率は図４－１に示すとおり、コース数、受講者、施設貸し出し件数の増加およびセンター運

営の安定化のよる支出の減少を背景として増加傾向にあり、2006 年の 10 月末時点における

費用回収率は 29.02％となっている。また、現在は各コースの受講料を中心とする収入は、

将来的な運営資金としてほぼ全額貯蓄されており、2006 年 10 月末時点においては収入から

の運営資金への充当率は 4.75％にとどまっている。 
 

表４－１ MOJC における収支（2002～2006 年 10 月末時点） 

単位：USD 
 

2002 2003 2004 2005 
2006 

（10 月末時点） 
計 

収入（a） 13,350.35 19,200.37 28,327.24 37,069.30 29,138.71 127,085.97

支出（b） 186,560.43 143,129.51 155,634.31 159,552.60 100,417.26 769,058.11

収支（a-b） ▲173,210.08 ▲123,929.14 ▲127,307.07 ▲122,483.30 ▲71,278.55 ▲641,972.14

費用回収率（a/b） 7.16% 13.41% 18.20% 23.23% 29.02% 平均 16.52%
JICA 拠出（e）2 185,876.0

1 

143,027.66 152,531.4

8

155,614.0

0

95,643.79 756,456.94

センター 拠出（f） 684.42 101.85 3,102.83 3,938.60 4,773.47 12,601.17

センター 
拠出充当率（f/b） 

0.37% 0.07% 1.99% 2.47% 4.75% 平均 1.64%

貯蓄（a-f） 12,576.82 19,205.66 26,432.33 32,996.90 24,606.97 115,818.68

 

                                                        
1 為替レートは 2006 年 12 月４日時点の１USD＝1,164 トグログ（Tg）、１USD＝115.67 円を使用 
2 e の「JICA 拠出」とは JICA 現地業務費 
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（２）JICA 投入費を含めた総プロジェクト経費 
日本人専門家派遣経費および本邦研修費を含むプロジェクト経費の総額は、2004 年度で約

115 百万円、2005 年度は約 110 百万円となっている。この結果、総プロジェクト経費に対す

る MOJC の費用回収率は 2004 年には 2.85％、2005 年は 3.90％となっており、財務の本質は

大幅な赤字運営となっている。 
 

表４－２ JAIC 投入量から見たプロジェクトコスト 

単位：千円 

 2004 2005 

長期専門家 33,189 29% 30,007 27%

短期専門家 9,150 8% 36,230 33%

現地業務費 17,643 15% 17,999 16%

研修員 2,363 2% 14,643 13%

調査団 10,077 9% 4,162 4%

機材供与 42,749 37% 6,953 6%

総プロジェクトコスト（a） 115,171 100% 109,994 100%

センター収入（b） 3,277 - 4,288 - 

費用回収率（b/a） 2.85% - 3.90% - 

 

 

（３）MOJC 収入の内訳 
フェーズ 1（2002～2006 年の総計）における MOJC の総収入の活動別の割合は、図４－２

に示すとおりである。38％はビジネスコースからの受講料収入であり、その他日本語コース

（25％）、IT・PC コース（17％）の受講料収入、会場貸出料、図書室の登録料および貯蓄に

よる利子などからの収入となっている。 

図４－１ MOJC における収支（2002～2006 年 10 月末時点） 
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（４）各事業別の粗利益率 
一方図４－３に示すとおり、フェーズ１における各事業の現地運営費に対する粗利益率を

見ると、ビジネスコース、日本語コース、IT、PC コースで投入 100％に対して、収入が約 45

～47％と各コースの運営は赤字となっている。他方、会場貸し出しに関しては収益こそ少な

いが 217％と利益が発生している。コピー費などの雑費の各プログラムへの区分が困難であ

るため正確な事業ごとの収支の測定は不可能であるが、各事業の現地事業費に占める収入の

割合の傾向がわかる。 
日本語コースは日本人との共同実施コースを含めて 91.7％3のコースが既に現地講師によ

り実施されている。また、IT・PC コースでは 100％のコースが現地講師により行われている

ため、日本人専門家の投入を含めた総プログラム経費を考慮すると、これらのコースの粗利

益率はビジネスコースに比べ実際は高いといえる。MOJC 収入に占める割合が最も多いビジ

ネスコースにおける粗利益率の向上が、MOJC の自立的運営には必要不可欠な要素となって

いる。 
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図４－３ 各プログラム別の収支状況（フェーズ 1 2002～2006 年 10 月末） 

 

４－２ フェーズ２における自立的運営に向けた取り組み 

以下ではフェーズ１での MOJC における収支状況をもとに、フェーズ２における自立的運営の

                                                        
3 日本人専門家が単独で実施している日本語コースは全 24 コースのうち２コースのみとなっている。（2005～2006 年実績） 

図４－２ MOJC 収入の内訳（フェーズ 1 2002～2006 年の総計） 
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方向性について検討する。自立的運営体制の構築に向けて、財政面からは①受講料設定の変更、

②コースの再編、③現地講師の活用について検討し、また人事面においては④事業別責任者であ

る現地プログラムマネージャーの配置を検討する。 
 

（１）受講料設定 
MOJC の収入はビジネス、日本語コース、IT コースおよび相互理解活動における会場貸出

料、図書館収入に大別されるが、このうち相互理解活動での会場貸出料金などは、MOJC の

社会貢献的な性格上、低く設定されており、今後もこの料金形態が維持されることが望まし

い。 
ビジネス、日本語、IT コースにおける受講料は表４－３のとおり、民間教育機関に比べて

格安な料金設定となっている。MOJC の将来的な自立採算性を考慮し、民間セクターの受講

料、コース内容、受講対象を精査のうえ、各コースの受講料の再設定を行うことが求められ

る。また、現在実施されているコースは MOJC の特徴を活かした独自なコース内容であり、

他の民間セクターと競合しないコース設定となっているが、コンピューターソフトの使い方

などを一般市民に教える目的で実施されている PC コースは市内の民間教育機関も多く、そ

の低い受講料設定から民業圧迫を強いている危険性が残る。これらのコースについては、適

正な受講料設定により民間企業との公平性を確保すると同時に、MOJC として本来取り組む

コース内容であるのか、コース実施の妥当性については再考の必要がある。 
 

表４－３ MOJC と民間機関における受講料（時間当たり単価）の比較 

単位：USD 

プログラム 
MOJC 受講料平均 

USD/h（a） 

民間セクター受講料 

USD/h（b） 
比率（a/b） 

ビジネスコース 1.09 1.15-8 4 14～95％

日本語コース 0.34 0.80-1.31 5 26～43％

シニア IT エンジニアコ

ース 

1.08 2.0 6 54％

PC コース 0.63 1.35-1.91 7 33～47％

 

（２）コースの再編 
主にビジネスコースにおいて、フェーズ２ではコースの廃止および追加といった再編を行

うことで、受講生の増加とそれに伴う受講料収入により 8,973USD の増収が期待される。一

方で、受講生の増加およびコースの有料化による運営作業の煩雑化に伴い、現地スタッフ（期

間限定のアルバイトなど）の増員が必要となるため約 900USD8/６か月間の費用の発生が見込

まれる。 

                                                        
4  民間ビジネス教育機関として商工会議所および「Human Frtis」のビジネスコースの単価を採用した。商工会議所のビジネ

 スコースの料金は MOJC とほぼ同等レベルである。 
5  民間の日本語教育機関として今朝専門日本語教育センターおよび「Bodit surgalt」外国語センターの単価を採用した。しか

 し、MOJC の日本語コースでは初級講座を行っていないため、単純な民間との料金比較には注意が必要。 
6  今後 IT エンジニア育成教育として実施が予定されている「APTECH COMPUTER EDUCATION」のコース料金計画の単価

 を採用した。 
7  民間のコンピューター教育機関である「Sunny」「Uuriin gegee」「Orshih tseg」「Microsoft」および「Choi」の PC コースの

 単価を採用した。  
8  表４－６ MOJC 現地職員給与規定のアルバイト賃金（学士）を採用 
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表４－４ ビジネスコース編成による収益の増加（試算例） 

フェーズ１で実施されたコース フェーズ２における内容変更項目 収益見込 
第５回起業家支援セミナー 廃止。現地講師より実施されていたが、受講数の

減少などにより 2006 年実績の収支は▲767USD
となっている 

コース廃止により 
767USD のコスト削減 

第２回若手オーナービジネス実践セ

ミナー 
廃止。現地講師より実施されていたが、受講数の

減少などにより、2006 年実績の収支は▲576USD
となっている 

コース廃止により 
576USD のコスト削減 

一般コース修了生を対象とした中小企業経営支

援コース日本的経営（上級者コース）として有料

化する 

受講料 1,440USD9の増収 

一般コース修了生を対象とした中小企業経営支

援コース品質管理・生産管理（上級者コース）と

して有料化する 

受講料 1,440USD の収入 

一般コース修了生を対象とした中小企業経営支

援コース労務管理（上級者コース）として有料化

する 

受講料 1,440USD の収入 

 
 
 
フォローアップセミナー（無料） 

一般コース修了生を対象とした中小企業経営支

援コースマーケティング（上級者コース）として

有料化する 

受講料 1,440USD の収入 

ビジネスプラン作成支援コースを新たに設定す

る 
受講料 1,440USD の収入 

特定業種コースの増設する 受講料 515USD 10 の収入

 

合計 ＋9,058USD 

 

（３）現地講師および現地スタッフの活用 
１）現地講師 

ビジネスコースにおいては、将来的に現地講師が行うコースを増やすことで日本からの

短期専門家の派遣経費の削減を検討する。現地講師活用の対象としては「中小企業経営支

援コース」の財務管理、労務管理、マーケティングとし、これらのコースにおいて優先的

に現地講師の育成を行う。一方、日本語コースは日本人専門家との共同実施を含めて約９

割のコースが現地講師の担当により比較的安価な講師謝金11で実施されており、これ以上

の現地化は困難である。また IT コースに関しては、すべて現地講師が担当するため日本人

専門家派遣経費削減の対象とならない。表４－５にビジネスコースにおける現地講師活用

による経費削減額（試算例）を示す。 
 

表４－５ ビジネスコースにおける現地講師活用による経費削減額（試算例） 

短期専門家派遣費用（a） 1 ｺｰｽ当りの現地講師謝金（b） 現地講師の活用による費用削減額（a-b）

220 万円 25 万円12 195 万円 

                                                        
9  フェーズ１の中小企業経営コースの実績をもとに算出。フェーズ１の受講料（180USD）÷科目数（５）×受講予定定員（40

 人）＝受講収入（1,440USD） 
10 フェーズ１の HACCP コースの実績を基に算出。受講料（20,000Tg）×受講予定定員（30 人）÷USD レート（1,164）＝ 

 受講収入（515USD） 
11 日本語コースモンゴル人教師謝金：3,600Tg、学士：3,200 Tg、日本人教師（在外邦人）：6,000 Tg 
12 フェーズ１のビジネスコース（財務管理）で委託した外部講師委託費（136USD／日）から算出 
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２）現地スタッフ 
フェーズ２においては、MOJC の自立的運営体制に向けて現地スタッフの能力向上、担

当業務範囲の拡大、事業運営担当のプログラムマネージャーを配置する。プログラムマネ

ージャーには MOJC での勤務後に日本へ留学した者など、実務・日本語能力の高い人材を

採用し、かつ継続的に勤務してもらうため相応の給与体制を構築する必要がある。プログ

ラムマネージャーの配置によってコース企画、運営面において日本人専門家の負担が軽減

され、現地スタッフに比べコストの高い日本人専門家の投入量の削減が期待できる。表４

－６に現在の現地スタッフの給与規定を示す。 
 

表４－６ MOJC 現地職員給与規定 

単位：USD 
役職 学歴・資格 月給 現在の人数 

プログラムマネージャー 13 元職員、日本留学経験者など 新たに設定 0 

主任 主任手当を含む（30USD） 320 1 

一般職員 号俸＋語学手当（10USD）14 200～240 13 

アルバイト 修士 時給 0.95 0 

 学士 時給 0.86 5 

 

（４）MOJC における費用回収率向上のためのオプションと財務への影響 
仮にフェーズ２において、表４－７に示す①～③の収益オプションがすべて実行され、受

講料を民間機関の最安値（オプション①-１）にあわせて値上げした場合、図４－４のとおり

対現地運営費に対する費用回収率は 35.74％、対プロジェクト総額（専門家派遣経費を含む）

に対する費用回収率は 6.09％となる。また、仮に民間機関の受講料の最高値（オプション①

-2）にあわせた受講料設定をした場合は、対現地運営費に対する費用回収率は 43.90％、対

プロジェクト総額は 7.48％となり、大幅な費用回収率の向上が期待される。 

                                                        
13 現在は役職なし。フェーズ２の 2009 年初旬を目処に任命する予定。 
14 日本語検定１級取得者。 
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表４－７ MOJC 自立運営のためのオプションと財務への影響（試算例） 

単位：千円 

 収支状況の変化 内容 

フェーズ 1 
（2005 年度のみ） 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

4,288 

18,002 

▲13,714 

109,994 

23.82% 

・JICA 現地運営費に対する費用回収率：23.82％ 
・プロジェクト総運営費に対する費用回収率（a/d） 

：3.90％ 

オプション①－1 
受講料設定変更 
（民間機関の最安値

にあわせて受講料を

値上げ） 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

5,352 

18,002 

▲12,650 

109,994 

29.73% 

・民間教育機関と整合した料金設定 
ビジネスコースの受講料の 5％値上げ：+78 
日本語コース受講料の 57％値上げ：+679 
IT コース、PC コース受講料の 49.5％値上げ：+307 

オプション①－2 
受講料設定変更 
（民間機関の最高値

にあわせて受講料を

値上げ） 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

6,850 

18,002 

▲11,152 

109,994 

38.05% 

・民間教育機関と整合した料金設定 
ビジネスコースの受講料の 86％値上げ：+1,341 
日本語コース受講料の 73％値上げ：+870 
IT コース、PC コース受講料の 56.5％値上げ：+351 

オプション② 
コース再編 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

5,496 

18,106 

▲12,610 

109,994 

30.35% 

・ビジネスコースの一部廃止、有料化および増設 
起業家セミナー、若手オーナー実践セミナー 
の廃止：+155 
フォローアップコースの有料化：+828 
特定業種コースなどの増設：+225 
現地スタッフ（アルバイト 6 か月間）の採用：▲104 

オプション③ 
現地講師、プログラ

ムマネージャーの活

用 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

4,288 

18,252 

▲13,964 

107,794 

23.49% 

・現地講師の活用による日本人専門家投入量の削減 
短期専門家１名（0.5ＭM）削減：+2,200 
現地講師への謝金の増加：▲250 

・現地スタッフの料金体系の変更 
 プログラムマネージャーの採用：▲?? 

オプション①-1、②、

③すべてが実施され

た場合 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

6,560 

18,356 

▲11,796 

107,794 

35.74% 

・JICA 現地運営費に対する費用回収率：35.74％ 
・プロジェクト総事業費に対する費用回収率（a/d） 
：6.09％ 

オプション①-2、②、

③すべてが実施され

た場合 

a）収入 
b）支出 
c）収支 
d）JICA 拠出 
e）費用回収率（a/b） 

8,058 

18,356 

▲10,298 

107,794 

43.90% 

・JICA 現地運営費に対する費用回収率：43.90％ 
・プロジェクト総事業費に対する費用回収率（a/d） 
：7.48％ 

図４－４ 収益オプションに合わせた財務シュミレーション 
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第５章 実施協議の概要 

事前評価調査時にドラフトとして添付した討議議事録（Record of Discussions：R/D）および協

議議事録（Minutes of Meeting：M/M）について協議を行うとともに署名を行った。なお、事前評

価調査時と比較し、内容等に関する変更点はない（付属資料参照）。 
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